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山添村長選挙執行関係の日程 

 

７月３０日（水） 
◎ 立候補予定者等説明会 

（午前９時から、山添村役場 ３階 中会議室） 

８月１３日（水） 

  １４日（木） 

◎ 立候補届出等書類事前審査 

（午前９時から午後５時まで） 

山添村役場 ３階 中会議室 

告示日 

８月２６日（火） 

◎ 立候補届出受付  山添村役場 ３階 大会議室 

（午前８時３０分から午後５時まで） 

○ 選挙事務所設置（異動）届 受付開始 

○ 出納責任者の選任（異動）届 受付開始 

○ 選挙事務従事者事務員の選任（異動）届 

○ 選挙立会人届出（～２８日まで） 

○ 公営施設利用個人演説会の申出 受付開始 

○ 選挙公報掲載申請書等の受付 （午後５時まで） 

◎ 氏名掲示の掲載順序のくじの実施（午後６時００分） 

◎ 選挙公報の掲載順序のくじの実施（午後６時００分） 

８月２７日（水） 

◎ 期日前・不在者投票開始（８月３０日まで） 

◎ 補充立候補届出受付開始（補充理由が生じたとき） 

提出期限は９月３日まで 

８月２８日（木） ◎ 選挙立会人のくじの実施（午後５時３０分）※超過の場合 

８月２９日（金） ◎ 投票所事務打合せ会（午後２時から） 

選挙期日 

８月３１日（日） 

◎ 投票 午前７時から午後６時 

◎ 開票 午後７時３０分から 

  開票場所は、山添村役場 ３階 大会議室 

（参観人受付は、午後７時から） 

９月 １日（月） 
◎ 当選証書付与式（午前９時３０分から） 

  会場は、山添村役場 ３階 大会議室 

 

◎ 選挙の効力に関する異議申出期限（選挙期日後１４日） 

◎ 当選の効力に関する異議申出期限（選挙会後１４日） 

◎ 選挙運動費用の収支報告書提出期限（選挙期日後１５日） 

◎ 選挙運動費用の収支報告書要旨の公表（提出後） 

◎ 供託証明書の返還（選挙会後１４日） 
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★ 選挙の管理及び届出について 

 
１． 山添村選挙管理委員会（自治法１８１） 

    所在地 山辺郡山添村大字大西１５１番地 

山添村役場内 

（電話）０７４３－８５－００４１ 

委員長  出 好昭 

２． 山添村長選挙選挙長  出 好昭 

３． 選挙長事務取扱場所 

・ 令和７年８月２６日（火）午後５時まで 

  山辺郡山添村大字大西１５１番地 

山添村役場 ３階 中会議室 

・ 令和７年８月２６日（火）午後５時以降は、 

山添村役場 選挙管理委員会室 

４． 届出、請求、申し出の時間 

選挙管理委員会及び選挙長に対する届出、請求、申し出等の時間は、選挙の期間

中毎日午前８時３０分から午後５時までです。 

５． 選挙期日（公選法３３条） 

（１） 選挙期日の告示日  令和７年８月２６日（火） 

（２） 選挙期日      令和７年８月３１日（日） 

６． 立候補の届出（公選法８６の４） 

（１） 届出期間及び時間 

８月２６日（火）・・・選挙期日の告示日 

午前８時３０分から午後５時まで。 

（２） 届出方法 

立候補の届出方法は、候補者になろうとする者自身の名によって届出る『本

人届出』と、他人を候補者にしようとする者が届出る『推薦届出』の２つの方

法がありますが、いずれの場合も、郵便によることなく、文書で直接選挙長に

届出なければなりません。 

（３） 届出書類 

A． 本人届出の場合 

（ア） 候補者届出書 

（イ） 供託証明書 

    注 供託をするときの注意 

              本人が立候補届出をする場合の供託者は、候補者本人です。  

  供託は、奈良地方法務局に備付けの『供託書』用紙で手続をしてく

  ださい。 
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            供託証明書がないと、立候補の届出は受理されません。 

           供託金は、５００，０００円です。(詳細は、『記載説明書』を参照し

てください。) 

（ウ） 宣誓書 

（エ） 所属党派（政治団体）証明書 

（正規の発行権者の発行のものに限る。無所属の場合には必要ありま

せん。） 
（オ） 戸籍謄本又は抄本（最近のもの。抄本でよい。） 
（カ） 通称認定申請書（戸籍名にかえて通称を使用する場合のみ）  

Ｂ． 推薦届出の場合 
（ア） 候補者推薦届出書 
（イ） 候補者推薦届出承諾書 
（ウ） 推薦届出者の選挙人名簿登録証明書 

（村選挙管理委員会が発行したもの） 

（エ） 供託証明書（供託証明書氏名欄には、供託をした推薦届出人の住所氏

名を記載しなければなりません。） 

（オ） A．本人届出の場合の（ウ）（エ）（オ）（カ）の書類 
（上記 A．B．の届出書類等の記載例は、別冊にあります。） 

（４） 立候補届出書の様式 
     別添同封の用紙を用いて、黒色又は青色のインク又はボールペンを使用して、

楷書で明確に書いて下さい。 
（５） 届出の受付 

立候補の届出の受付は、８月２６日（火）午前８時３０分から開始しますが、

それまでに山添村役場（３階）会議室前に現在する届出人が、２名以上ある場

合は、『くじ』によって受付順位（『くじ』は２回実施）を決定します。８時 
３０分以降に到着した届出人については、到着順となります。 

（６） 立候補届出の際に持参するもの 
     立候補の届出の際には、届出関係書類に押した印鑑を必ず持参して下さい。 

このほか、選挙公報掲載文申請書等、選挙運動用ポスター及びビラの見本も

持参して下さい。 
（７） 立候補の届出書類等の事前審査  

立候補届出の受付をスムーズにするため、立候補届出に必要な届出書、添付

書類に記載漏れや記載誤りがないかを、８月１３日、１４日の午前９時から午

後５時までの間、山添村役場（３階）中会議室で事前審査を行います。ご協力

をお願いします。立候補の届出書類等の事前審査には、選挙公報掲載文申請書

等も含みます。 
※選挙公報原稿提出日 

    ※選挙ポスター、ビラ作成済みの場合は提出可 
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７． 候補者に交付する物品、証明書等 

選挙長が立候補届出書を受理した候補者には、次に掲げる表示板、証明書類等を

交付します。 
（１） 選挙管理委員会が交付するもの 

（ア）選挙運動用自動車表示板    １ 
（イ）選挙運動用拡声機表示板    １ 
（ウ）街頭演説用標旗        １ 
（エ）自動車乗車用腕章       ４ 
（オ）街頭演説用腕章       １１ 
（カ）胸章（白バラ）        １ 
（キ）たすき            １ 

（２） 選挙長が交付するもの（公選法１４２①、１４９） 
（ア）候補者用通常葉書使用証明書  １ 
（イ）選挙運動用通常葉書差出票   ２５ 
（ウ）新聞広告掲載証明書      ２ 
（注意） 

（１） 交付物品、証明書類は、原則として再交付しないので、取り扱いに

ご注意下さい。 
（２） 立候補の届出を却下され、又は、候補者を辞退した場合には、交付

物品、証明書類は直ちに返還して下さい。 
（３） 交付物品のうち、選挙運動用自動車表示板、選挙運動用拡声機表示

板、街頭演説用標旗、自動車乗車用腕章、街頭演説用腕章は、使用の

目的が終了した後に返還して下さい。 

８． その他の届出 

（１） 立候補辞退届（公選法８６の４⑩） 
候補者が、候補者たることを辞めた場合は、選挙長に文書で、辞退の届出を

しなければなりません。 
 候補者を辞退することができるのは、立候補届出期間内（８月２６日午後５

時まで）で、期間経過後は、立候補を辞退することはできません。 
（２） 立候補届出事項の異動届（公選法令８９⑥） 

立候補届出事項に異動が生じた場合は、その旨を直ちに選挙長に文書で届け

出なければなりません。 
（３） 出納責任者選任（異動）届（公選法１８０③、１８２、１８３） 

出納責任者を選任又は解任等の異動があったときは、直ちにその旨を山添村

選挙管理委員会に届け出なければなりません。 
（４） 選挙事務所設置（異動）届（公選法１３０②） 

選挙事務所を設置又は異動（閉鎖）したときは、直ちにその旨を山添村選挙

管理委員会に届け出なければなりません。 
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（５） 報酬を支給して選挙運動のために使用する者の届出（公選法１９７の２） 
選挙運動に従事する者のうち、選挙運動のために使用する労務者、事務員及

び車上運動員（うぐいす嬢等）に限り報酬を支給することができます。ただし、

この場合には、報酬を支給する者（事務員及び車上運動員）を、事前に山添村

選挙管理委員会に届け出なければなりません。 
・ 支給できる期間 

立候補の届出後、報酬の支給を受けることができる者を文書で山添村選

挙管理委員会に届出たときから、選挙期日の前日（８月３０日）までの間。 
（６） 選挙立会人の届出（公選法７６、６２①） 

選挙期日前３日（８月２８日）までに山添村選挙人名簿に登録されている人

を届け出なければなりません。 
（７） 個人演説会開催申出書（公選法１６３） 

公営施設を使用して、個人演説会を開催しようとする場合は、開催前２日ま

でに山添村選挙管理委員会に申し出なければなりません。 
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★ 選挙運動について 

１． 選挙運動の期間（公選法１２９） 
選挙長が立候補届を受理したときから、原則として選挙期日の前日までです。 

２． 選挙運動用ポスター（公選法１４３①） 
選挙運動用ポスターは、山添村選挙管理委員会が設置するポスター掲示場以外で

は掲示することができません。 
（１） ポスター掲示場（公選法１４４の２⑧） 

村長選挙についてはポスター掲示場（４１箇所）を設置します。 
ポスター掲示場の設置場所は、別添のとおりです。 

（２） 掲示できる期間 
選挙運動用ポスターを掲示できる期間は、立候補届出後選挙の日までです。 

（３） 掲示場所 
候補者の立候補の届出順位と同一番号の区画に掲示しなければなりません。 

（４） 規格（公選法１４４④） 
選挙運動用ポスターの規格は、長さ４２センチメートル、幅３０センチメー

トルを超えてはなりません。 
（５） 記載の内容（公選法１４４の４の２②）（公選法１４４⑤） 

選挙運動用ポスターの記載の内容については、他人や他政党の名誉を傷つけ

ることや当該ポスターとして品位を損なう内容などは記載してはいけません。

また、ポスター表面に掲示責任者及び印刷者の住所氏名（印刷者が法人である

ときは、その所在地と法人名）が記載又は印刷されていなければなりません。 
３． 選挙事務所（公選法１３０） 
（１） 選挙事務所の設置者（公選法１３０①） 

選挙事務所を設置することができる者は、候補者又は推薦届出者（推薦届出

者が数人であるときは、その代表者）に限られ、推薦届出者が設置するときは、

候補者の承諾が必要です。 
（２） 選挙事務所を設置したときの手続（公選法１３０②、公選法令１０８） 

選挙事務所を設置したときは、直ちに文書で、山添村選挙管理委員会に届け

出なければなりません。 
設置者が、推薦届出者であるときは、候補者の承諾書を添付しなければなら

ず、その場合、推薦届出者が複数いるときは、その代表者証明書もあわせて添

付して下さい。  
（３） 選挙事務所の異動（公選法１３０②、１３１②） 

     選挙事務所に異動があったときは、設置のときと同様、直ちに届け出なけれ

ばなりません。異動とは、選挙事務所を移動したとき、又は選挙事務所を廃止

したときを含みます。 
     選挙事務所は、１日１回しか移動できません。 
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（４） 設置できる選挙事務所の数（公選法１３１①、） 
１カ所（山添村が事業主体となって設置した集会所等には、選挙事務所の設

置はご遠慮下さい。） 
（５） 選挙当日の選挙事務所の制限（公選法１３２） 

選挙事務所は、選挙当日においても、投票所を設けた場所の入口から３００

メートル以外（直線距離）の区域に限り、設置し、又は設置しておくことが認

められています。 
（６） 選挙事務所の表示（公選法１４３） 

（ア） 種類（公選法１４３①） 
ポスター、立札、ちょうちん及び看板の類 

（イ） 規格（公選法１４３⑨⑩） 
・ ポスター、立札及び看板の類は、縦３５０センチメートル、横１００

センチメートル以内。 
      ・ ちょうちんの類は、高さ８５センチメートル、直径４５センチメート

ル以内。 
（ウ） 数量（公選法１４３⑦⑩） 

ポスター、立札及び看板の類は通じて３以内。 
ちょうちんの類は、１個に限られています。 

（エ） 記載の内容 
選挙事務所を表示するものであることが認められる内容の記載が必要

であり、単に候補者の政見や経歴のみを記載したようなものは掲示できま

せん。 
（オ） 掲示の場所 

選挙事務所の所在場所に限られます。 
 （７） 選挙事務所の閉鎖命令 
     次の場合には、山添村選挙管理委員会から選挙事務所を閉鎖するよう命じら 

れます。 
     ・ 候補者又は推薦届出者以外の者が、選挙事務所を設置したとき。 
     ・ 投票日当日、投票所を設けた場所の入口から３００メートル以内の区域 

に選挙事務所が設置されているとき。 
     ・ ２箇所以上の選挙事務所が設置されているとき。 
４． 選挙運動用自動車（公選法１４１） 
（１） 使用できる自動車の数（公選法１４１①） 

１台 
（２） 使用できる自動車の種類（公選法１４１⑥、公選法令１０９の３） 

（ア） 乗車定員４人以上１０人以下の小型自動車（バン型を含む） 
（イ） 四輪駆動式の自動車で車輌重量が２トン以下のもの 
（ウ） 乗車定員が１０人以下の乗用自動車（（ア）及び（イ）に該当しないも

の） 
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（エ） 小型貨物自動車及び軽貨物自動車 
（３） 自動車を使用する手続（公選法１４１⑤） 

立候補届出の際、山添村選挙管理委員会から交付する表示板を、自動車の前

面の見やすい箇所に取り付けなければなりません。 
（４） 自動車に掲示することができる文書図画（公選法１４３①⑨⑩、１４１の２、

１４１の３） 
（ア） 種類 

ポスター、立札、ちょうちん及び看板の類 
（イ） 規格 

ポスター、立札及び看板の類は、縦２７３センチメートル、横７３セン

チメートル以内。 
ちょうちんの類は、高さ８５センチメートル、直径４５センチメートル

以内。 
（ウ） 数量 

ポスター、立札及び看板の数は制限がないが、ちょうちんの類は１個に

限られます。 
（エ） 記載の内容 

記載内容については、何ら制限はない。 
（オ） 乗車することができる人数 

       選挙運動用自動車には、候補者、運転手（１人に限る）のほか、山添村

選挙管理委員会から交付する乗車用腕章をつけた運動員４名しか乗るこ

とができない。ただし、乗車定員に注意して下さい。 
（カ） 車上での選挙運動 

走行中の自動車上においては、選挙運動はできないが自動車上での連呼

行為は許されています。 
       停止している自動車上においては、街頭演説、連呼行為ができますが、

その種類に応じてそれぞれ規制をうけるので注意が必要です。 
５． 選挙運動用拡声機（公選法１４１①） 
   使用できる拡声機の数は、候補者１人につき一揃に限られています。他に、個人

演説会の開催中その会場で別に一揃使用できます。 
   使用する拡声機には、立候補の際、山添村選挙管理委員会から交付する表示板を、

マイクロフォンの下部等一定の場所に取り付けておかなければなりません。ただし、

個人演説会の開催中その会場で使用するものには表示はいりません。 
６． 選挙運動用通常葉書（公選法１４２①） 
（１） 使用できる枚数 

     選挙運動のために頒布できるのは、通常葉書だけで、候補者１人について 
２５００枚まで使用できます。 

（２） 葉書の入手方法 
     選挙運動のために使用する通常葉書は、無料とされています。 
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立候補の際、選挙長が発行する候補者用通常葉書使用証明書を選挙運動期間

中に、郵政事業株式会社奈良支店に提示して、選挙用の表示をしてある官製葉

書の交付を受けて下さい。 
（３） 私製葉書の使用 

     官製葉書を用いず、手持ちの私製葉書（私製葉書購入に要した費用は、選挙

運動費用に計算される。）を上記証明書とともに指定された奈良支店に差し出

せばよい。（奈良支店では、これに選挙用の表示をしてくれる。） 
（４） 葉書の発送 

選挙運動用の通常葉書を発送するときは、郵便物の配達事務を取り扱う奈良

支店の窓口に差出さなければなりません。 
    葉書を郵便によらずに配布することはできません。 

７． 新聞広告（公選法１４９④） 
  候補者は、立候補の届出をしたときから選挙期日の前日までの間２回に限って、

立候補の際、選挙長の発行する新聞広告掲載証明書を希望する新聞社へ広告原稿と

ともに提出することによって、自己の選挙運動のために広告することができます。

広告料は、有料です。その他詳細は、新聞広告掲載証明書を参照して下さい。 
８． 選挙公報（公選法１６７、１６８、１７２の２） 
   村長、議会の議員選挙については、選挙公報を発行します。 
   この選挙公報の掲載文記載の方法については、別紙に記述してあるので熟読して

下さい。 
① 掲載文の申請 
（ア） 申請の期限   ８月２６日（火）午後５時まで 
（イ） 申 請 先   山添村選挙管理委員会 
（ウ） 添 付 書 類  （あ） 掲載文２通（山添村選挙管理委員会が交付する原稿

用紙による。） 
（い） 写真２枚（立候補の届出の日前概ね６カ月以内に写

した上半身像（無帽正面向）の手札型（縦１０．８cm、

横８．２５cm）で、裏面には、候補者の氏名及び撮

影年月日を記載。） 
② 掲載順序を定める『くじ』 
・ 日 時  ８月２６日（火） 午後６時００分 
・ 場 所  山添村役場 ３階 中会議室 
・ その他  候補者又はその代理人は、『くじ』に立ち会うことができます。 

９． 個人演説会（公選法１６１、１６１の２、１６３、公選法令１１２） 
（１） 公営施設使用の個人演説会 

  開催日前２日までに、文書により山添村選挙管理委員会に申し出て下さい。

この施設の使用は、候補者１人について同一の施設ごとに１回に限り無料です。

使用時間は、１回について５時間以内です。 
 山添村選挙管理委員会が定める公営施設（９施設）は、次のとおりです。 



- 10 - 
 

 ・ 山添村総合スポーツセンター 
 ・ 山添村東山公民館 
 ・ 山添村波多野公民館 
 ・ 山添村豊原公民館 
 ・ 山添村立やまぞえ小学校 
 ・ 山添村立山添中学校 
 ・ 山添村生涯学習施設 東豊館 
 ・ 山添村生涯学習施設 西豊館 

 ・ 山添村ふるさとセンター ふれあいホール 
（２） その他の施設使用の個人演説会 

     公営施設以外の施設使用の個人演説会においては、施設の所有者等と交渉し

て、その承諾を得て下さい。 
（３） 演説会場で掲示できる文書図画（公選法１４３） 

（ア） 演説会場内部 
       ポスター、立札及び看板の類（規格制限はなし）、高さ８５センチメー

トル、直径４５センチメートル以内のちょうちんを掲示することができま

す。 
       ポスター、立札及び看板の数には制限はないが、ちょうちんは各会場ご

とに会場内か会場外のいずれか１個に限られます。 
（イ） 演説会場外部 

       ポスター、立札及び看板の類（縦２７３センチメートル、横７３センチ

メートル以内）は通じて２個、ちょうちん（規格は、（ア）と同じです。）

は１個に限られます。 
（ウ） 掲示責任者の氏名等の記載（公選法令１１０） 

       前述（ア）、（イ）の文書図画には、その表面に掲示責任者の氏名、住所

を記載しなければなりません。 
１０．選挙運動用ビラ（公選法１４２） 
（１） 選挙運動用ビラ 

選挙運動用ビラを頒布したい候補者は選挙運動用ビラ届に見本を添えて選挙

管理委員会に届出ること。２種類以内で種類ごとに届出をおこなう。 
（２） ビラの規格等 

長さ２９．７センチメートル、幅２１センチメートル（Ａ４版）を超えては 

ならない。枚数は２種類以内延べ５，０００枚以内である。 

（３） 記載内容等 
ビラの記載内容については制限がない（虚偽事項、利害誘導等の罰則に触れる

ようなことは記載できない）。ただし、その表面に頒布責任者及び印刷者の住

所、氏名、（印刷者が法人であるときはその所在地と法人名）が記載又は印刷

されていなければならない。 
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（４） ビラの証紙 

    ビラを頒布する場合は、選挙管理委員会が交付する証紙を貼らなければならな

い。証紙は選挙運動ビラ届の審査、受理後交付する。 
（５） ビラの頒布方法 
    新聞折込、候補者の選挙事務所内、個人演説会の会場内又は街頭演説の場所で

の頒布に限られる。 

１１．街頭演説（公選法１６４の５、１６４の６） 
   街頭演説とは、街頭又はこれに類する場所（例えば、公園・空き地等）で多数の

人に向かってする選挙運動のための演説を言います。 
（１） 標旗の交付 

     街頭演説を行うためには、演説者は必ず止まって、標旗を掲げていなければ

なりません。標旗は、立候補の際に山添村選挙管理委員会が、候補者１人につ

いて１本交付します。 
（２） 演説のできる時間及び場所等 

     街頭演説は、午前８時から午後８時までの間に限ってすることができます。

又、学校、病院、診療所施設等の周辺においては、静穏の保持につとめなけれ

ばなりません。長時間にわたり、同一の場所にとどまってもいけません。 
（注） 街頭演説をする場所では、ポスター、立札、看板、及びちょうちんの類

は使用することができない。ただし、その場所に停止している選挙運動用

自動車につけられているポスター、立札、看板、及びちょうちんの類は差

し支えない。 
（３） 運動員の腕章 

     街頭演説において選挙運動に従事する者は、候補者１人について１５人を超

えてはならず、しかも、これらの者は、山添村選挙管理委員会が交付する腕章

をつけていなければなりません。 
     腕章は、乗車用腕章をそのまま街頭演説に着用することができるので、街頭

演説用腕章は候補者１人について１１枚を交付します。 
１２．戸別訪問（公選法１３８） 
（１） 戸別訪問の禁止 

     何人も、選挙人の家（会社、工場等も含まれる。）を訪ねて投票を依頼した

り、又は投票を得させないように依頼するような行為は、戸別訪問としてすべ

て禁止されています。 
（２） 戸別訪問類似行為の禁止 

 戸別訪問に類似する行為も禁止されています。 
１３．署名運動の禁止（公選法１３８の２） 
   選挙に関し、投票を得る目的、得しめる目的又は得しめない目的をもって選挙人 

に対し、署名運動をすることは、一切できません。 
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１４．人気投票の公表の禁止（公選法１３８の３） 
   選挙に関する事項を動機として、公職に就くべき者を予想する人気投票の経過又 

は結果を公表することは、禁止されています。 
１５．休憩所等の禁止（公選法１３３） 
   休憩所その他これに類する設備は、選挙運動のために設けるものであれば、選挙 

運動員、労務者の用に供すると、選挙人のために設けるとを問わず、一切禁止され 
ます。 

１６．気勢を張る行為の禁止（公選法１４０） 
   何人も選挙運動のために気勢を張る行為をすることは禁止されています。 
１７．選挙運動放送の制限（公選法１５１の５） 
   何人も、放送設備を使用して、選挙運動のために放送をし又は放送をさせること 

ができません。 
１８．連呼行為（公選法１４０の２） 
   選挙運動のため連呼行為をすることはできません。ただし、演説会の会場及び街 

頭演説の場所でする場合のほか、選挙運動のために使用する自動車の上でする場

合は許されています。 
   この場合、街頭演説の場所及び自動車の上でするときは、午前８時から午後８時 

までです。学校、病院、診療所等の施設の周辺においては、静穏の保持に努めなけ 
ればなりません。 

１９．回覧行為の禁止（公選法１４２⑪） 
   選挙運動のため、回覧板その他の文書図画又は看板（プラカードを含む。）の類

を多数のものに回覧させることは禁止されています。 
   ただし、選挙運動用自動車にポスター、立札、ちょうちん及び看板の類を取り付

けたままで走行することや、候補者等がたすき、胸章及び腕章の類を着用したまま

で行動し、回覧することは許されています。 
２０．禁止を免れる行為の制限（公選法１４６①） 
   何人も、選挙運動期間中は、著述・演芸等の広告、その他いかなる名義をもって

するを問わず、文書図画の頒布又は掲示の禁止を免れる行為として、候補者の氏名

若しくはシンボル・マーク、政党その他の政治団体の名称、又は候補者を推薦し、

支持し、若しくは反対する者の名を表示する文書図画を頒布し又は掲示することが

できません。 
２１．飲食物の提供の禁止（公選法１３９、公選法令１２９） 
（１） 飲食物の提供の禁止 

     何人も、選挙運動に関して飲食物を提供することは、それがいかなる名義の

ものであっても、原則として禁止されています。ただし、湯茶及びこれに伴い

通常用いられている程度の菓子と選挙事務所において選挙運動員や労務者に

対して提供される弁当は除外されています。 
 
 



- 13 - 
 

（２） 選挙事務所における弁当の提供 
（ア） 弁当を提供できる者 

       立候補の届出後から選挙期日の前日までの間に、運動員と労務者に対し

て、選挙事務所において食事するための弁当及び携行するための弁当で、選

挙事務所で渡すものだけ提供できます。 
 
 
（イ） 弁当料の制限額 

 提供する者１人について  １食あたり  １，５００円以内 
                    １日あたり  ４，５００円以内 

（ウ） 提供できる弁当の数 
       候補者１人当たり、４５食に選挙期日の告示日から選挙期日の前日まで

の日数（５日間）を乗じて得た数の範囲内（２２５食以内）で、弁当の提

供ができます。 
（※４５食×５日＝２２５食） 

（エ） 労務者に弁当を提供したときは、その報酬から弁当の実費相当額を差し

引いて支給しなければなりません。 
２２．自由にできる選挙運動 

（１） 幕間演説 
（２） 個々面接 
（３） 電話による選挙運動 

２３．インターネット等を利用する方法による選挙運動（平成２５年５月２６日施行） 

有権者はウェブサイト等（ホームページ、ブログ、Ｘ（旧ツイッター）や

フェイスブック等のＳＮＳ、動画共有サービス、動画中継サイト等）を利用

した選挙運動ができるようになりますが、電子メール（SMTP 方式、電話番号

方式）を利用した選挙運動は引き続き禁止されます。 

候補者は、ウェブサイト等及び電子メールを利用した選挙運動ができるよ

うになります。（詳細は、『インターネット選挙運動解禁に関する情報』（総務

省）を参照して下さい。）
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★ 選挙運動費用について 

１． 収入、寄附及び支出 

（１） 選挙運動に関する収入（公選法１７９①） 
     『収入』とは、【金銭、物品その他の財産上の利益の収受、その収受の承諾

又は約束をいう。】ものとされ、日常使われている『収入』という言葉よりも

広い意味があります。 
     例えば、選挙事務所に使う家屋を無料で借りたときは、通常支払わなければ

ならない借料を支払わずに済む利益があるので、その借料に相当するものを収

入に計上します。 
（２） 選挙に関する寄附（１７９②） 

      候補者又は出納責任者など寄附を受ける立場から定義すると、『寄附』と

は、【金銭、物品その他の財産上の利益の収受、その収受又は収受の約束で、

党費、会費その他債務の履行としてなされる以外のもの。】ということになり

ます。 
 しかし、候補者は政治資金規正法第２１条第１項の規定による会社等からの

寄附を受けることはできず、又地方公共団体と特別の関係にある者の寄附（公

選法１９９、政治資金規正法２２の３④、同２２の４）、公職の候補者等の寄

附（公選法１９９の２）、公職の候補者等の関係会社等の寄附（公選法１９９

の３）、公職の候補者等の氏名を冠した団体の寄附（公選法１９９の４）、後援

団体に関する寄附（公選法１９９の５）等禁止規定があるので、注意が必要で

す。 
（３） 選挙運動に関する支出（公選法１７９③） 

① 『支出』とは、【金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付、その

供与又は交付の約束。】をいい、日常の『支出』という言葉よりも広い意味

をもっております。 
② 『選挙運動に関する』とは、立候補又は選挙運動の準備行為は選挙運動に 
は含まれないが、選挙運動に関するものとされ、これに要した費用は『支 
出』に含まれます。 

③ 例えば、選挙事務所に使う家屋を無料で借りたときは、その借料に相当す

るものを支出に計上します。 
④ 選挙運動員等の労務の無償提供は、寄附と認められ、支出となります。 

２． 出納責任者の選任（公選法１８０①③） 
   出納責任者は、一般的には、候補者が選任するものですが、候補者が自ら出納責 

任者となり、又は推薦届出者（推薦届出者が複数あるときは、その代表者）が候補 
者の承諾を得て出納責任者を選任し、若しくは候補者の承諾を得て、自ら出納責任 
者となることもできます。 

   出納責任者を選任したときは、直ちに文書で出納責任者届を山添村選挙管理委員

会にしなければなりません。 
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   推薦届出者が出納責任者を選任した場合には、候補者の承諾書（推薦届出者が複

数あるときは、あわせてその代表者証明書）を添付して下さい。 
３． 出納責任者の職務（公選法１８５、１８７） 
（１） 会計帳簿の備付けと記載 

     出納責任者は、会計帳簿を備え付け、候補者のためのすべての選挙運動に関

する寄附、その他の収入、支出に関する事項を記載しなければなりません。 
（記載要領は別冊にあります。） 

（２） 領収書等の徴収（公選法１８８） 
     出納責任者は、選挙運動に関するすべての支出について、領収書その他の支

出を証明する書面を徴収しなければなりません。ただし、バスの切符の購入等

社会通念上、領収書を発行しない慣例となっているような場合には、この限り

ではありません。 
（３） 会計帳簿に記載する支出 

① 人件費 
      選挙運動のために使用する労務者、事務員及び車上等運動員に対する報酬。 

② 家屋費 
      選挙事務所費として考えられるのは、第１に借上料であって、このなかに

は、事務所自体と、机などの備品の借上料が考えられます。事務所の電話を

架設する費用も家屋費に含まれます。 
      集合会場費には、主に個人演説会場の借上料があります。 

③ 通信費 
      電報、電話、葉書、封筒等。 

④ 交通費 
      候補者、選挙運動員、事務員、車上運動員（うぐいす嬢など）、労務者に

ついて生じるが、候補者の分は選挙運動費用とはみなされません。 
      選挙運動用自動車を使用するためにかかった支出（借上料、ガソリン代、

オイル代、修理費、運転手の雇用料等）は、選挙運動費用とはみなされない

ので、記載の必要はありません。 
⑤ 印刷費 

      選挙運動用ポスター、ビラ、及び葉書等の印刷費 
⑥ 広告費 

      立札、看板、ちょうちん及び拡声機等 
⑦ 文具費 

      紙、筆等の消耗品費 
⑧ 食糧費 

      湯茶、菓子及び弁当 
⑨ 休泊費 

      休憩費、宿泊費 
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⑩ 雑費 
      ガス、電気、水道費 
４． 選挙運動費用に関する支出金額の制限額（公選法１９４、公選法令１２７） 

 （選挙期日の告示日における選挙人名簿登録者数×１１０円＋１３０万円です。 
（選挙期日の告示日（８月２６日）に告示し、候補者に告知します。） 

５． 選挙運動に従事する者及び選挙運動のために使用する労務者に対する報酬及び実

費弁償の最高額（公選法令１２９、村公選法令執行規程２４の２） 
（１） 選挙運動に従事する者（いわゆる運動員）１人に対して支給することができ

る実費弁償の額 
（ア） 鉄道賃 鉄道旅行について、路程に応じ旅客運賃等により算出した実費

額。 
（イ） 船賃  水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により算出した実費

額。 
（ウ） 航空費 航空旅行について、路程に応じ旅客運賃等により算出した実費

額。 
（エ） 車賃  陸路旅行（鉄道旅行を除く。）について、路程に応じた実費額。 
（オ） 宿泊料（食事２食分を含む。）    １夜につき２３，０００円 
（カ） 弁当料 １食につき１，５００円、 

１日につき４，５００円。 
（キ） 茶菓料 １日につき１，０００円 

（２） 選挙運動のために使用する労務者１人に対して支給することができる報酬の             

額 
（ア） 基本日額   １０，０００円以内 
（イ） 超過勤務手当  １日につき基本日額の５割以内。 

（３） 選挙運動のために使用する労務者１人に対して支給することができる実費弁

償の額 
（ア） 鉄道賃、船賃、航空賃、車賃  （１）の（ア）～（エ）に掲げる額。 
（イ） 宿泊料（食事費を除く。）  １夜につき１５，０００円。 

（４） 事務員及び車上運動員に支給することができる報酬について 
（ア） 選挙運動に使用する事務員   １人１日につき１０，０００円以内。 
（イ） 専ら選挙運動用自動車の上における選挙運動のために使用する者 

       １日１人につき２０，０００円以内。 
（ウ） （ア）、（イ）ともに超過勤務手当は、支給できない。 
（エ） 支給できる期間 

       立候補届出後、報酬の支給を受けることができる者を、文書で、山添村

選挙管理委員会に届け出たときから、選挙期日の前日までの期間。 
       １日に９人以内、ただし、期間を通じて最大限４５名を超えない延員数

まで異なるものを届け出て、報酬を支給することができる。 
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６、選挙運動費用に算入されないもの（公選法１９７） 

  次に掲げるものは、選挙運動に関する支出とはみなされないので、これらは選挙運

動費用に算入する必要はありません。 

  したがって、これについて出納責任者は収支報告をする必要はない。 

① 供託金 

 ② 立候補準備のために要した支出のうちで、候補者又は出納責任者となった者のし

た支出又はその者と意志を通じてした支出以外のもの。 

 ③ 立候補の届出後、候補者又は出納責任者と意志を通じてした支出以外のもの。 

 ④ 候補者が乗用する車馬等のために要した支出。 

 ⑤ 選挙の期日後において選挙運動の残務整理のために要した支出。 

 ⑥ 選挙運動に関し支払う国又は地方公共団体の租税又は手数料。 

 ⑦ 確認団体が行う選挙運動のために要した支出。 

 ⑧ 選挙運動用自動車を使用するために要した支出。 

７、収支報告書の提出（公選法１８９①） 

   出納責任者は、選挙期日から１５日以内（９月１５日まで）に選挙運動費用収支

報告書を選挙管理委員会に提出しなければなりません。 

ただし、報告後の収支については、その収支のなされた日から７日以内に提出し

てください。 

８、供託物の取扱い 

  供託金は、次の区分によって、返還または没収されます。 

 (1) 供託金の返還 

   当選したときはもちろん、落選したときでも一定の得票数（供託物の没収点）以

上の得票があれば供託金は返還されます。 

    供託物の没収点 ＝有効投票の総数×1／10 

   返還の手続きは、山添村選挙管理委員会から供託書と法定得票数を得たことの証

明書を供託先の奈良地方法務局に提出してください。 

   ただし、選挙が済んでも、控訴期間中及び争訟継続中は返還できません。 

 (2) 供託金の没収 

  ① 得票数が供託物の没収点に達しないとき。 

  ② 立候補を辞退したとき。 

③ 立候補禁止の公職についたため、立候補の辞退とみなされたとき。 

  ④ 候補者の届出が却下されたとき。 


